
  

第2部    各 論
1   雇用および失業
(1)   雇用および失業の特徴
1)   年間の推移と特徴

39年の雇用および労働市場の動向は全般として堅調に推移した。しかし,秋以降景気調整による影響がよ
うやくあらわれ,新規求人の減少,雇用の伸びなやみなどの傾向がでてきた。

職業安定機関における業務取扱状況によって労働力需給の年間の推移をみると,新規求人は1～3月期には,
景気の上昇過程にあった38年下期の増勢が続き前年同期比で15.3％増とかなりの伸びを示していた。4～
6月期(前年同期比11.2％増),7～9月期(同9,7％増)にも10％前後増の水準にあったが,しだいに伸びなや
み,10月以降は38年の水準を下回るにいたった。40年1～3月期にも引き続き10％弱の減少を示し,景気調
整の浸透による影響がみられる。

学卒を除く新規求人について金融引締め後の月別の対前年同月増減率の推移をみても,今回の景気調整期
には当初における増勢鈍化の程度は浅かったが,引締め10ヵ月後における落ち込みは前々回の景気調整期
(32～33年)のそれより急激である(第1-1図)。

第1-1図 学卒を除く新規求人(3ヵ月移動平均値)の対前年同月比の推移
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他方,新規求職は1～3月期および7～9月期には前年同期比でそれぞれ1％前後の微増をみたが,4～6月期に
は4.9％減,10～12月には8,3％減と減少気味に推移している。

この結果,年平均では新規求人が4.5％増にとどまり,38年の18.5％増に比べ増加幅の縮小が目立ったが,一
方新規求職も3.1％減と,38年(1.5％減)をかなり上回って減少した(付属統計表第16表)。これを前回および
前々回の景気調整期における動きと比べると,新規求職は33年には対前年比10％増(32年6.1％増)と大幅に
伸び,また37年には3.6％増(36年5.4％減)と.34,35,36年の各年の減少とは逆に増加を示したが,今回はこれ
らとは対蹠的にむしろ減少している。これに対し,新規求人の伸びは,33年には32年の対前年比14.4％増か
ら保合となり,37年には36年の9.8％増から4.5％増となったのに対し今回は38年の18.5％増から4.5％増へ
と増勢の鈍化が著しい。

また,「毎月勤労統計調査」(以下「毎勤」と略称する。本文注1参照)によって年間における雇用の推移を
みると,季節性を除去した四半期平均の常用雇用指数の対前期増加率は,1～3月期まではほぼ38年下期に匹
敵する伸びを示したが,4～6月期には後述のような学卒供給減の影響で増勢がかなり鈍化し,秋以降本格的
な伸びなやみ傾向がでてきてている。40年に入っても1～3月期の伸びはかなり低い(第1-1表)。

第1-1表 常用雇用指数(季節変動調整済)の対前期増加率

製造業における常用雇用の伸びの月別推移を,過去の景気調整期のそれと比べてみると,前々回の32～33年
と前回の36～37年には金融引締め実施後目立って伸びが鈍つたが,今回は金融引締めの実施前から増勢が
ゆるやかで引締め後の増勢鈍化もこれまでほど顕著ではない。しかし,40年に入ると2,3月には景気調整の
影響がかなりあらわれている(第1-2図)。

このような結果,38年末と39年末の対比でみた年間の常用雇用の伸びは,調査産業計で3.6％増,製造業が
2.7％増,また年平均の伸び率では前者が4.6％,後者が3.4％の各増加で,いずれも38年のそれを下回ってい
る。

第1-2図 製造業の常用雇用指数(季節変動調整済)の対前月比の推移
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なお,38年7月以降の常用雇用指数が暫定値であること(本文注1の3)参照)を考慮して,推定補正指数(第1-1
表の(注)参照)によって同じ増加率をみると,年平均では38年の6.0％に対し39年は6.2％であるが,年末対比
では38年の6.1％に対し39年は5.4％と38年の伸びを下回っている(第1-2表および参考表)。

このように39年の雇用増勢がさらに鈍つたのは,39年3月卒の新規学卒者の供給が中学卒,高校卒とも38年
に比べ1割前後減少し,また上述のように学卒者以外の一般労働力の供給も引き続き減少するなど,全般的
に労働力の供給制約が強まったことによる影響もあるが,同時に,最近,設備投資の増加率が低下し,経済の
拡大傾向がやや緩んできたことなどで,事業所の新設や拡張が著しく減ったことがかなり影響している。
「毎勤」の調査対象事業所の異動状況によると,39年中の新設事業所における労働者数は38年のそれに比
べ約4割の減少,36年,37年に比べるとほぼ半減している。

雇用の増勢は鈍化したが,一方労働力需給の引き締まり基調がいぜん強かったことなどで,企業相互間にお
ける労働異動はかなり活発であった。「毎勤」の入職率,離職率(本文注2参照)の動きをみると,34,35年ま
では一般に好況期には入職率が上昇,離職率が低まり,不況期には反対に入職率が低下,離職率が高まる傾向
があつた。しかし,39年には入職率,離職率とも38年より高まり,入職率は好況期の36年に次ぐ水準,離職率
はこれまでの最高の水準となつた(付属統計表第7表)。このため,入職率と離職率との和による労働異動率
でみると,調査産業全体では72.3％と,36年のそれ(71.4％)をも上回り,また製造業でも63.9％と,36年
(66.6％)に次ぐ高い水準を示した。もっとも,入職率,離職率とも上期に比べると下期以降その上昇幅が縮
小してきている。

製造業の入職率,離職率の月別の推移を前回および前前回の景気調整期におけるそれと比べてみると,前前
回の32～33年には金融引締め後入職率は急激に低下し,一方,離職率はしだいに高まった。また,前回の36
～37年においては,同じく入職率の低下がみられたが,離職率はほとんど上昇せずむしろ低下気味に推移し
た。ところが,今回の場合には前前回や前回の場合と相違し,入職率,離職率とも金融引締めが行なわれた後
も引き続き年末まで高水準のまま推移した。これは,労働力需給の逼迫化を背景に未充足需要が持ち越さ
れ,また景気調整下にも労働異動が活発で任意退職者がふえていることなどを示すものといえよう(第1-3
図)。

第1-3図 製造業の入職率,離職率(季節変動調整済)の推移
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(注1)

1)「毎勤」の調査範囲は,鉱業,建設業,製造業,卸売小売業,金融保険業,不動産業,運輸通信業,電気ガス水道業ならびにサービス業
(一部)に属する事業所のうち,30人以上の常用労働者を雇用するものであることに留意する必要がある(ただし「調査産業計」の数
値にはサービス業が含まれていない)。

2)「毎勤」における「常用労働者」とは,雇用労働者のうち,1ヵ月以内の期間を限つて雇用される者および日日雇い入れられる者
を除くすべての者である。したがって,これには1ヵ月をこえる期間を定めて雇用される臨時の労働者が含まれている。また,日雇
労働者であっても,前2ヵ月の各月において18日以上または前6ヵ月間において通算して60日以上,それぞれ同一事業所に引き続き
雇用された者は,「常用労働者」に含められることとなつている。

3)「毎勤」の常用雇用指数は,調査事業所における月月の雇用の変動を基礎として推計される労働者数を基にして算定されるが,そ
の間に事業所が新設されあるいは30人未満の規模から30人以上の規模へ上昇して新たに対象となるべきもの,または,事業所が廃
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止されあるいは30人以上の規模から30人未満の規模に下降したことにより対象外となるべきものが生ずることとなるので,6ヵ月
ごとに失業保険事業報告などにより中間補正を,さらに3年ごとに「事業所統計調査」の結果を基礎として再補正を行なって確定
されることとなっている。これらの補正により常用雇用指数は通常やや高まる傾向にある。なお,現在用いられている指数は,38年
6月以前の数値については3カ年補正が行なわれた確定値であり,38年7月から39年12月までの数値については6ヵ月補正のみが行
なわれた中間補正値である。また,40年1月以降の指数は補正がまだ行なわれていたいものである。

(注2)入職率および離職率は,抽出された特定の事業所における状態を基礎とレC推計された前月末の労働者数に対する当月中の入
職者数あるいは離職者数の比率を示すもので,半期のそれは当該期間中の入職率または離職率の合計で示されている。
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(1)   雇用および失業の特徴
2)   雇用増加の内容
(イ)   増勢堅調の重工業

上述のように,雇用は年後半,とくに第4・四半期以降増勢の鈍化が目立ったが,建設業や第三次産業,製造業
のうちでは重工業部門の雇用が39年上期を中心に堅調な伸びを示したことにより,年間での伸びの鈍化は
概して小さかった。

産業別の雇用の伸びを,「毎勤」の常用雇用指数の年末対比の増加率によつてみると,数年来減少を続けて
いる鉱業が38年の減少率の2分の1以下ではあるが8.9％減少し,また,電気ガス水道業が0.4％減のわずかな
減少に転じたのをはじめ,どの産業も増勢が鈍っている。これらのうち建設業(8.1％増)および卸売小売業
(6.7％増)の伸び率の水準は引き続き高いが,38年の12％以上の伸びに比べれば鈍化がとくに目立ってい
る。

製造業(2.7％増)の増勢の鈍化は比較的小さいが,これは概して軽工業部門で伸びの鈍化が著しかった反面,
輸送用機器,電気機器,非鉄金属などの重工業部門の増加率がむしろ38年のそれを上回ったことによる(第
1-2表および参考表)。

第1-2表 常用雇用指数の年間増減率

(参考表) 常用雇用指数の年平均増加率
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第1-3表 雇用増加の寄与率

これを調査産業全体の常用雇用の増加に対する産業別の寄与率でみると,運輸通信業の比重の高まりが目
立つほか,建設業のそれもわずかながら上昇し,また鉱業のマイナスの比重が著しく低まっている。反面,卸
売小売業と製造業の寄与率の低下はかなり大きい。製造業のうちでは,軽工業のウェイトが38年のそれに
比べ半減しているのと対踏的に,重工業,とくに金属機械関連産業の比重が大幅に高まつているのが目立っ
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ている(第1-3表)。

なお,このような動きを入職率,離職率によつてみると,食料品,たばこ,衣服,皮革などを除いて入職率はいず
れの産業でも38年より上昇しているが,総じて軽工業より重工業の高まりが大きい。一方,離職率はほとん
どの産業でかなりの高まりを示し,労働異動は全般的に活発であつた。もっとも,下期以降は,二,三の産業
を除いて入職率,離職率とも38年に比べての高まり方は上期より小幅となり,あるいは逆に低下するなど異
動の鎮静化がみられた(第1-4表)。

第1-4表 製造業主要産業別の入職率,離職率
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(1)   雇用および失業の特徴
2)   雇用増加の内容
(ロ)   大規模中心の雇用増加

つぎに,規模別に雇用の動きをみると,38年下期以降増勢が回復した大規模(500人以上規模)事業所での雇
用が39年上期にも引き続き大幅な伸びを示し,一方,中規模(100～499人)および小規模(30～99人)事業所で
の増加率は38年のそれを下回るなど,38年とちがって大規模事業所での雇用増加が顕著であった。

第1-5表 産業大分類および規模別一般失業保険被保険者数の増減率
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失業保険被保険者の増減率によつてその動きをみると,39年1月～40年1月間の増加率は30人以上の各規模
では5.4～5.8％でほとんど変りがないが,38年1月～39年1月間の伸びに比べると大規模では上昇している
のに対し,中・小規模ではかなりの低下となっている。産業別には,製造業のほか電気ガス水道業,サービス
業などでもほぼ同様な傾向がみられる。もっとも,卸売小売業,金融保険業,運輸通信業では大規模事業所の
伸びも38年よりは鈍化しており,建設業では大規模がわずかながら減少となっている。

しかし,このような大規模事業所の雇用増勢の強まりも,下期に入つてからは景気調整の浸透にともなって
しだいに停滞をみせ,中・小規模事業所とならんで大規模事業所でも38年下期に比べ減少幅が大きくなっ
てきている(第1-5表)。

これを,「毎勤」の入職率,離職率の動きによってみても,上期には入職率は大・中・小いずれの規模でも38
年上期に比べ大幅に高まり,一方,離職率は規模が小さい事業所ほど上昇が大きかったため,両者の差すなわ
ち入職超過率は規模が大きい事業所ほど大幅に上昇した。しかし,下期になると入職率の前年に対する上
昇幅がどの規模でも縮まった反面,離職率は上昇幅が大・中規模でむしろ大きくなったため,離職超過率は
規模の大きい事業所ほど高い(付属統計表第8表)。
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(1)   雇用および失業の特徴
2)   雇用増加の内容
(ハ)   臨時,日雇労働者の雇用の停滞

労働力需給の引き締まりにともない常用労働者の採用難の傾向が強まつたことにより,最近はパートタイ
マーや季節労働者の活用が一部で増加する傾向がみられるが,いわゆる臨時労働者の雇用は全般的に停滞
している。

「雇用動向調査(39年上期分)」によって「臨時日雇名義の常用労働者」(本文注参照)―いわゆる臨時労働
者一の雇用の動きをみると,39年1～6月間において1％弱増と,ほぼ保合で推移している。産業別には,卸売
小売業と運輸通信業で若干減少しているほかは,いずれも1～3％程度の微増にとどまっており,鉱業,電気ガ
ス水道業を除き各産業とも常用労働者(「常用名義の常用労働者」本文注参照)に比べその伸び率はかなり
低かった。製造業のうちでは,金属機械関連の重工業部門で約3％の増加を示したが,それは常用労働者の
伸びの半分程度であり,化学工業や軽工業部門では臨時労働者はむしろ減少している(第1-6表)。製造業に
ついて規模別にみると,大規模では微増,中規模では減少したが,小規模ではパートタイマーなどの増加を反
映して15％増と,常用労働者の4.4％増をかなり上回る大幅な増加となっている(第1-7表)。

第1-6表 産業別臨時日雇名義の常用労働者の増減率
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この結果,製造業の雇用者中に占める臨時労働者の割合は引き続き低下を示し,39年6月末現在において
5.1％となった(第1-8表)。

第1-7表 規模別臨時日雇名義の常用労働者の増減率
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第1-8表 製造業における常用労働者の雇用形態別構成

労働力需給の引き締まりにともなう求人難から,最近一部の産業において家庭婦人などの季節的,臨時的な
雇用がふえているが,臨時労働者の入職は,一般にその採用がますます困難となっているためしだいに減少
傾向にある。新規入職者のうち臨時労働者の占める割合をみると,34年には調査産業全体で26％,製造業で
は29％強であったが,その後年年低下して38年には前者で19％,後者で23％となり,さらに39年上期には
13％,16％に落ちている。規模別には,従来からその比重が高かつた大規模ほどその低下が大きく,小規模
では数年前に比べ逆にかなり増加している(第1-9表)。

第1-9表 新規入職者のうち,臨時日雇名義の常用労働者の占める割合
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なお,臨時労働者の常用労働者への切換-いわゆる臨時工の本工への昇格率は年年高まり,38年には約3
割,39年には上期だけで16～17％の者が本工に登用されている(第1-10表)。また,木工登用の資格条件の緩
和傾向も顕著にみられ,とくに勤続年限についての条件は大幅に緩和されている(第1-11表)。

第1-10表 臨時日雇名義労働者から常用名義労働者への昇格率

そのほか,最近停滞傾向にあつた日雇労働者の雇用も39年には二,三の産業を除き減少した。「毎勤」の日
雇労働者等雇用指数によると,調査産業計で3.5％減と34年以降はじめて減少を示した。産業別には,卸売
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小売業と鉱業の減少が大幅で,そのほか運輸通信業,建設業でも減少している。他方,金融保険業,電気ガス
水道業および製造業では増加をみたが,これは後述のように勧誘員,集金人,雑役,単純作業従事者などに家
庭婦人や定年退職者層などがパートタイマー等として雇用されるものがふえたことによるものと思われ
る(第1-12表)。

(注)「労働異動調査」と「雇用動向調査」では,「毎勤」でいう常用労働者が,さらに「常用名義の常用労働者」と「臨時日雇名義
の常用労働者」の2種類に分けられている。前者は期間の定めのない雇用契約によって雇用された者であって,いわゆる「本工」,
「常用工」,「本採用」などの名称で呼ばれるものであり,後者は常用労働者のうち前者に該当するものを除いた者であって,いわ
ゆる「臨時工」,「臨時従業員」などの名称で呼ばれるものである。

第1-11表 臨時工の本工昇格について条件を設定している事業所の割合

第1-12表 産業大分類別日雇労働者等雇用指数の年平均増減率
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(1)   雇用および失業の特徴
3)   求人超過の一般化と失業の減少
(イ)   高水準の求人,減少した求職

つぎに労働市場の動向をみると,求人の増勢は年央過ぎまで続き,他方,求職が上期,下期を通じて減少した
ため労働力需給は一層引き締まった。

新規学校卒業者を除く一般労働市場の需給状況について公共職業安定所の業務統計によってみると,新規
求人は38年下期の高水準が第3・四半期ま1続いたことにより,年間の増加率では35,36年のそれを上回る
10％近い伸びを示した。これに対し,新規求職は1～3月期には微増であったが,4～6月期以降減少を続け,
年間では36年の減少とほぼ同程度の4％近い減少るみた。その結果,年間の月平均では新規求人が39万3千,
新規求職が35万1千となり,新規学卒者を除く一般労働市場としては,はじめて求人超過る示した。

新規求職の減少により就職率(就職数/新規求職数)は38年の44.9％から46.2％へとやや高まつたが,求人条
件に適う求職層が少なくなつているここなどから,有効求職(第1-13表の(注)参照)は37,38年に続いてわず
かながら増加し,また就職数も引き続き微減している。このように求人が増加した一方,就職が減少したた
め求人充足率(就職数/新規求人数)は38年の45.5％から41.2％に低下した(第1-13表)。

新規求人の伸びを産業別にみると,運輸通信業,電気ガス水道業が大幅に増加し,ついで金融保険不動産業,
製造業,サービス業なども10％以上の伸びをみせたが,建設業および卸売小売業の求人の増加は比較的小さ
かった。業務統計の改正があったため,38年の伸びとの比較を4～12月分(こ限ってみると,38年の増加率を
上回っているのは金融保険不動産業のみで,その他の産業はいずれも増勢が鈍っている。とくに製造業の
求人の鈍化が著しいが,これは38年下期が景気の回復過程にあつて重化学工業を中心に司人が著しく伸び
たのに対して,39年には第3・四半期にかなり鈍化し,さら求に第4・四半期には景気調整の浸透により,38
年同期の水準を下回るにいたったためで,製造業のうちでも38年下期に著増した金属機械部門の求人の増
勢鈍化がとくに目立っている(第1-14表,第1-15表)。

第1-13表 新規学校卒業者を除く一般労働市場の需給状況
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第1-14表 産業別新規求人の対前年同期増減率
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第1-15表 製造業の部門別新規求人の対前年同期増減率

上述のように労働力の需要超過の傾向が一層強まったことにより,中高年労働者に対する求人需要も大幅
に増加し,これらの層の需給関係の改善はさらに進んだ。「年齢別求職・求人・就職状況調査」(10月調
査)によると,後述のように39年には19歳以下の層については求人超過,20歳以上の各年齢層では41～50歳
層までいずれも求職と求人とがほぼ同数となり,また35歳以上の中高年齢層の就職率は,前年よりかなり上
昇した。

なお,日雇労働市場についても39年には求職者や不就労者の減少が引き続いているが,これには,上述のよう
な常用労働者の求人難の進展による影響や失業対策事業就労者の常用化が一層促進されたことなどによ
る影響が大きいと思われる(第1-16表)。
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第1-16表 日雇労働者の求職,就労の対前年増減率
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(1)   雇用および失業の特徴
3)   求人超過の一般化と失業の減少
(ロ)   学卒求人難の激化

39年3月の新規学卒者の需給関係は,その採用決定時に当る38年下期～39年年初が好況過程にあって求人
需要が活発であったこと,反面,中学卒業者および高校卒業者が減り,求職者が減少したことにより,需要超
過の傾向は一層強まり求人難はさらに深刻となった。

文部省の「学校基本調査」によると,大学卒業者は引き続き増加をみたが,37,38年に大幅にふえた中学卒
業者が減少に転じ,また高校卒業者も38年に続いて減つたため,卒業生全体では4.5％の減少となった。そ
の結果,求職者も前年より減少し,就職者は中学率で8.7％減(38年3月卒17.1％増)高校卒で11.0％減(同
3.6％減)となった(第1-17表)。

第1-17表 新規学校卒業者の卒業後の状況
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他方,求人は,前年が景気調整下で採用手控えが行なわれたことにより減少したことの反動もあって,中学
卒,高校卒ともそれぞれ2割5分前後の大幅な増加を示した。求人倍率はその結果,中学卒が38年の2.6倍か
ら3.6倍に,高校卒が2.7倍から4.0倍へと急激に高まり,一方,求人充足率(就職/新規求人)は低下して新規学
卒者の求人競争,採用難が深刻化している(第1-18表)。

第1-18表 中学および高校卒業者の職業紹介状況

新規学卒者の就職先の産業別および規模別の構成をみると,景気回復にともない製造業,そのうちでも重工
業部門,大規模企業での求人需要が旺盛であったことを反映して,製造業や従業員500人以上の大企業への
就職割合がふたたび上昇している。38年3月卒の場合は景気調整の影響を受け,年年高まる傾向にった製
造業への就職割合が一旦低下をみたが,39年3月卒については中学卒,高校卒とも再び上昇した。もっとも,
その比重は中学卒が6割台,高校卒が3割5,6分台でそれほど大きな変化はなく,また好況期の36,37年に比べ
るとなお水準は低い(付属統計表第20表)。規模別構成では,500人以上の規模への就職集中が一段と進み,
そあ割合は中学卒,高校卒ともこれまでの最高となっている。とくに製造業については例年100～499人規
模への就職ウェイトが最も高かつたのであるが,39年3月卒業者の場合には500人以上規模の比重が中学卒
で37％,高校卒で44％と最高を印したことが注目される。反面,499人以下の各規模に対する就職割合は一
様に低下しており,中小企業の充足難の状況がみられる(付属統計表第19表)。

なお,40年3月卒の新規学卒者の需給状況については3月末現在の中間集計によると,中学卒は卒業者数の減
少,進学率の上昇によって求職数が求人数を上回つて減ったため,求人倍率は38年の3.6倍から3.8倍に高
まっているが,一方,高校卒は卒業者が大幅にふえたことにより求職者が急増し,求人倍率は38年の4.0倍か
ら3.5倍に低下している(第1-19表)。

第1-19表 中学および高校卒業者の職業紹介状況
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そのほか,39年には,このような新規学卒労働力の不足とならんで,技能労働力の不足もさらに深刻化した。
労働省の「技能労働力需給状況調査」(2月調査)によると,38年には景気調整の影響で技能労働力の不足は
全般的にやや緩和したが,39年には再び強まり調査産業(従業員15人以上規模)全体で164万人の不足,その
不足率は22.4％と不足数,不足率ともこれまでの最高となった。産業別,規模別にはほとんどの産業,規模で
これまでになく高い不足を示し(付属統計表第12表),また職種別にも後述のように,熔接工,配管工,金属ブレ
ス工,自動車整備工,塗装工,ラジオ・テレビ修理工,建築大工,左官などの不足率の高まりが目立つている。
なお,40年2月の調査(従業員5人以上規模)でみても,不足数は約180万人,不足率は約22％と引き続き不足が
著しい。
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(1)   雇用および失業の特徴
3)   求人超過の一般化と失業の減少
(ハ)   倒産の増大と失業情勢

38年11月頃から増加した企業倒産は39年に入っても増勢が衰えず,とくに秋以降の急増が目立った。しか
し,前述のように労働市場の需給の引き締まり基調が続いたことにより,倒産企業からの離職者は失業者と
して顕在化することが少なく,39年の失業情勢は全体としてむしろ改善したといえる。

東京商工興信所ならびに帝国興信所の調査によると,企業倒産は39年年間を通じて38年の水準を上回り,と
くに下期において急増した結果,年間の発生件数は38年の2.4倍で4千2百件を超えた。過去の景気調整期の
32年,37年と比べてみても2倍以上の水準となっている(第1-20表)。倒産企業の内容では,過去の景気調整
期に比較的多かつた繊維産業の倒産割合が低まり,金属機械部門のそれがふえている(第1-21表)。また,39
年年初および年末から40年にかけては中堅企業のうち経営上問題のあつたものの倒産が目立った。

第1-20表 企業倒産の発生状況

第1-21表 倒産企業の産業別構成
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39年に企業倒産が急増したのは,金融引締め策の直接的な影響として,売掛金の回収難や資金繰りの悪化な
どもあるが,より長期的には,1)過大な設備投資による資金の固定化,2)生産過剰による在庫増などのための
経営の累積的な悪化,3)企業間競争の激化を反映して企業の優劣差が明瞭化してきたこと,4)その他開放経
済体制への移行にともない,銀行や親企業による系列企業の再編成が行なわれていることなど構造的な要
因によるといえよう。

上述のように企業倒産は多かったが,倒産した企業のうちにはその後も生産活動を続けているものが多く,
他方,解雇された者の大半は早期に再就職ができるなどの事情により,失業者の発生は比較的軽微であっ
た。39年末の職業安定局の調査(39年11月中に倒産した255企業について公共職業安定所職員による訪問
調査)によると,倒産後事業所を閉鎖したものは全体の5割強で,近く再開するものおよび別会社を設立した
もの等が2割強,残りが生産を従来どおりあるいは縮小して継続している。また,倒産企業における労働者
の帰すう状況をみると,倒産前に他企業に自発的に転職するものがあつて,倒産時の1ヵ月前に比べ倒産時
には従業員が6％強減っている。さらに倒産時における従業員のうち,引き続き雇用されている者は3割強,
倒産によって離職した者は約7割であるが,後者の内訳では関連企業へあつ旋され再就職したものと,他企
業へ直ちに転職できたか,あるいはリタイヤーしたと思われる自発的な離職者とが併せてその約1割を占
め,解雇されたものが残りの6割となっている。解雇された者の多くは技能者であり,また年齢的には若壮
年層の占める割合が高かったため再就職も容易で,倒産後約1ヵ月の間に約4割の者が再就職している(第1-
22表)。

第1-22表 企業倒産により解雇された者の状況
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このように企業倒産による失業の発生が軽微にとどまったのは,前述のように労働力の需給関係の引き締
まり基調が続いたことによるものである。総理府統計局「労働力調査」による完全失業者数は,年間を通
じて38年の水準を下回り,年平均で37万人と38年に比べ3万人減少した。また,一般失業保険の取扱状況に
よると,受給資格決定件数は年間合計で175万件,対前年比1.7％の増加となったが,38年の対前年比17％の
増加や過去の景気調整期である33年,37年のそれがそれぞれ33％前後の増加であったのに比べ増勢鈍化が
著しい。産業別には,36年以来毎年20％近い増加が続いた鉱業で42％鍼と大幅な減少を示し,また製造業で
も微減したほか,他の産業ではいずれも増勢がかなり鈍つた。失業保険金の受給者実人員も対前年比6.2％
増にとどまり,37,38年のそれが24～25％増であったのと比べ著しく低い。もっとも,受給率としては38年
と同率の3.5％を示した(第1-23表,付属統計表第22表)。

第1-23表 主要失業指標
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なお,失業保険金受給者の構成をみると,女子の割合が高まり,30才未満の若年齢層の比重の低下が続いてい
る(第1-24表)。また,最近における農村からの出稼ぎ労働者の増加を反映して,季節的受給者が引き続きふ
えている。

第1-24表 一般失業保険受給者の年齢階級別構成
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(2)   雇用および労働市場の変化の諸相
1)   長期的にみた雇用変化の特徴

(1)にも述べたように,39年の雇用増加は前年をやや下回ったが,やや長期的に過去の生産上昇期等と比較しても,38年以降
の増加率はかなり鈍化している。この傾向はとくに製造業で著しく,製造業の生産がボトムからピークに至る,同じ生産上
昇期の雇用増加を「毎勤」で比較してみると,前前回(29年8月～32年7月)は年率8.9％,前回(33年6月～37年1月)は12.7％
であったのに対して,今回(37年12月～39年10月)は3.4％できわめて鈍い。「毎勤」の雇用指数が38年下期以降暫定値であ
ることを考慮して推定補正指数(第1-1表の(注)参照)によつても年率4.7％に過ぎない。この傾向は失業保険被保険者数の
増加率によってみても変りはない。これに対して生産の増勢テンポは,前前回の生産上昇期には年率20.7％,前回23.0％に
対し,今回は19.4％で,前記の雇用の動きに比較すれば堅調であった。このため,生産増加率に対する雇用増加率の比(以下
「雇用弾性値」という)は前前回の0.39,前回の0.49に対し,今回は0.16(0.23)に過ぎなかった。雇用を失業保険被保険者数
によつても雇用弾性値は0.40 0.49 0.29と,今回の低下傾向は明らかである(第1-25表)。

第1-25表 生産上昇期における製造業の雇用弾性値の変化

このように製造業の雇用弾性値が低下している要因としては,いくつか考えられるが,主として次の点が影響していると考
えられる。

第1は,設備投資の増加率が鈍化する一方,高度成長期に投資された設備がフル稼動に入ったことの影響である。
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製造業の雇用弾性値の変動をみると,一般に経済の拡大期には高まる傾向がみられる。第1-4図のように,戦後きわめて低い
水準(本文注)から徐々に上昇を続けていた雇用弾性値は,設備投資が急増しはじめた30年以降急激に高まっている。EEC諸
国などにおいても経済の拡大期である30年以降の雇用弾性値はそれ以前に比べてかなり高い(第1-26表)。しかもこれらの
時期における弾性値の変動は設備投資の動きとかなり密接な相関があるように見受けられる(第1-4図,第1-5図)。30年以
降わが国の製造業の雇用弾性値が高まったのは,設備投資の急増によつて雇用は大量に吸収されたが,まだ未完成の設備が
多かったり,吸収された雇用労働者には若干の訓練期間を要することなどから,雇用増加がすぐには生産増加に結びつかな
い場合が多かったためとみられる。これに対して37年以降における雇用弾性値の低下は,設備投資の増勢が鈍化し,高度成
長期にみられたような生産増に結びつかないような雇用増加の面がなくなるとともに,一方過去の拡張投資がフル稼動の
段階に入り,生産性の上昇がきわめて著しいことによってもたらされたとみられる。

第1-4図 製造業雇用弾性値の推移

第1-26表 工業国EECの雇用弾性値

日本生産性本部の「生産性統計」によれば,製造工業の39年の労働生産性は前年比14.3％の大幅上昇を示し,上昇幅は31年
以降の最高となっている。

とくに鉄鋼,非鉄金属,化学等装置産業の上昇率は大幅で,また機械工業の上昇率も高かった(第2-21表)。なお,日本銀行の
「中小企業経営分析」により規模別の労働生産性‐従業者1人当り生産高を実質化したもの‐を推計して35～36年の上昇
率と37～38年の上昇率を比べると,鉄鋼,非鉄,パルプ紙,化学,窯業等の大企業の生産性上昇がとくに顕著である(第1-27
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表)。

(注)戦争直後は生産設備に対して雇用が相対的に過剰であったために雇用弾性値は極めて低かつた。生産統計によれば,昭和24,25年の製造業の生産
水準は戦前(昭和9～11年)の60～70％程度であったが,一方雇用は120％程度であった。このような状態のもとでは,主として設備の復旧更新によって
生産増加が期待でき雇用増加はほとんど必要としないので,雇用弾性値は当然低くなる。前掲の第1-26表のように,とくに戦争の被害が大きかったEEC
諸国の,この当時の雇用弾性値が他の工業国に比べて低いのも同様な理由によって説明できよう。一方,経済の復興につれ,このような特殊要因がしだ
いに薄れるにともない,雇用弾性値は徐徐に上昇を続けてきた。

第1-5図 諸外国における雇用弾性値と投資増加率との関係

第1-27表 製造業主要業種別規模別物的生産性対前年上昇率
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製造業の雇用弾性値低下の第2の要因は,固定資本形成,ないしは設備投資の総額の増勢テンポが最近鈍化しているばかり
でなく,その産業別の配分も変化し,それに応じて生産増加の産業別の動向に変化が生じていることである。

「工業統計表」により限界雇用係数と限界資本係数を製造業の業種別に算出し,その相対的な関係から,資本集約的な産業
と労働集約的な産業に分類すると,第1-6図のように次の4グループに区分される。

A 資本集約度の特に高いもの

パルプ・紙,化学,石油・石炭製品,鉄鋼 

B 資本集約度の比較的高いもの

繊維,窯業,非鉄金属,輸送用機器 

C 労働集約度の高いもの(機械関連)

金属製品,機械,電気機器,精密機器 

D 労働集約度の高いもの(機械関連以外のもの)

食料品,木材,木製品,ゴム,皮革 

(なお,衣服,家具,出版,武器その他の製造業については,適当なデフレーダーが得られなかつたのでEグループとして一応除
外した)

第1-6図 限界出荷単位(10億円)あたりの資本と労働力との関係
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これらの産業グループ別に,30～38年の各年における製造業を100とした有形固定資産の増加総額の構成比を求める
と,36,37年頃までは労働集約度の高いCグループの比重増大が著しかつだのに対して,38年以降はこの部門の比重が低下す
る一方,資本集約度の高いA,Bグループのそれが高まっている(第1-28表)。

第1-28表 投資額の産業グループ別構成比

また,「生産統計」によってこれまでの各生産上昇期における製造業の生産増加に対する各産業の寄与率を求めると,前回
ないし前前回に比べ,今回はCグループに属する労働集約度の高い産業の比重の低下が目立ち,とくに一般機械,電気機器の
増加寄与率は,前回の約1/2程度に低下している。反面,A,Bグループに属する資本集約度の高い各産業の比重が高まってい
る(第1-29表)。

このように,雇用係数の高い産業の生産増加に占める比重が低下し,雇用係数の低い産業を中心に生産増加が起る場合には,
同じ生産増加率であってもそれに要する雇用増加は少なくてすみ,雇用弾性値の低下が生ずる。
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(注)技術構造一定等の前提をおき,生産性の上昇(雇用係数の低下)を考慮にいれた上で,民間,政府固定資本形成の増加率が33～36年のペース(実質換
算年率27％)で35年以降も引き続き,その産業別配分も35年のままであると仮定した場合の38年の製造業の雇用規模を,35年産業連関表により試算す
ると,現実より約60万人多い雇用規模になると推定される。とくに,固定資本形成に依存する度合いの強い重工業では,このような投資動向の変化の
ため38年までに47万人の雇用の減少が起っているとみられる。つまり,設備投資の増勢鈍化,その産業別配分の変化,これらの結果としての産業別生
産動向の変化等のため製造業において38年までに約60万人の雇用減が生じているものとみられる。

なお,35年産業連関表によれば,全雇用者のうち何らかの形で固定資本形成に依存する者の割合は29％であった。製造業雇用者の場合は35％である
が,このうち重工業雇用者にあってはこの比率が61％であった。

第1-29表 製造業業種別生産増加寄与率

第3に,いわゆる労働から資本への代替が進んでいるとみられることの影響を無視できない。

上述した限界雇用係数を限界資本係数で除した数値は追加投資1単位当りに必要な追加労働者数を表わし,いわゆる労働か
ら資本への代替が行なわれれば当然低下する性格をもっているが,製造業についてこの係数の動きをみると,36,37年に急激
に低下する(第1-7図)。

このような動きは,製造業,とくに労働集約的な産業を中心に,36,37年に労働から資本への代替がかなり進んでいることを
示しているとみることができる。

また,これを規模別にみると,労働力不足の影響を強く受けた中小企業で,この傾向がかなり顕著であることがわかる。32年
と37年の「中小企業総合基本調査」により産業別規模別に労働者の資本装備率を算出してみると,第1-8図のように機械,
電気機器などと並んで繊維や木材,印刷,ゴム等労働集約的産業における中小企業の資本装備率の上昇が顕著である。その
ほか,中小企業金融公庫の調査によると,37年以降製造業の設備投資に占める生産能力拡充投資の比重が低下し,反面,合理
化投資の比重が高まっている(第1-30表)。また,通商産業省の調査によれば労働力不足対策としてとくに力を入れ,または
入れようとしているものに機械化を挙げる企業の割合が各規模を通じて最も高く50～65％に達しており(第1-9図),また最
近3年間に設備投資を行なつた企業(全体の70～95％)のうち労働力の節約を主目的とする設備投資を行なった企業は70～
80％にも達している。これらの事実は,最近の労働力不足等を契機として労働節約的な投資がしだいに進展していること
を示しているとみることができよう。
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第1-9図 労働力不足の対策

第1-7図 産業別限界労働,資本比率の推移
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第1-8図 製造業主要業種別規模別資本装備率の推移
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第1-30表 設備投資理由構成の推移
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第4に,労働力の供給制約が強まり,企業競争が激化する過程で企業の分解が進み,低能率企業が競争から脱落してゆくこと
などにより,産業全体の生産性が上昇していることの影響も考えられる。日本銀行の「中小企業経営分析」によると,35年
頃までは規模下降する企業よりも規模上昇する企業の方が多かったが,36年頃から食料品,繊維,木材・木製品,ゴム,窯業等
主として軽工業部門での規模下降が目立ち始め,37年以降はこれに,鉄鋼,非鉄金属,金属製品,機械,電気機器等の小企業ない
しは零細企業が加わつている。これを製造業計の規模別にみても,36年までは各規模とも規模上昇をする企業の方が多
かったが,37年には50～99人規模で規模下降の方が多くなり,38年にはこれが100～199人規模まで及んでいる。また,「毎
勤」対象事業所について,新設,30人以上への規模上昇,廃止等の移動の状況をみても,38,39年には新設,規模上昇事業所が減
り,逆に廃止または規模下降事業所が増大している。このような動きは,高度成長期に簇生した企業の競争が激化し,加うる
に労働力不足やそれにともなう賃金上昇等労働面の影響が表われてきたことが重なって,いわば過去に急増した企業の整
理過程に入ったことを示すものとみられる。38年以降倒産企業が増大していることもこのような動きの一環としてみる
ことができる。このような形で低能率企業が競争から脱落し,産業全体としての生産性が上昇している面があると考えら
れる。

なお,最近における製造業の雇用弾性値低下については,以上のほか,37年の生産停滞期には,求人難の影響もあつて,いわば
調整を要する過剰人員が温存されている場合があり,38年以降の生産上昇期にはこれらの者を適正配置することによって
生産増大を図つた面があつたことの影響も考えられる。「毎勤」によると,景気調整下にあった37年の離職率は36年より
むしろ低下した。これは,同じ局面にあった33年と異なり,解雇による不況対策があまりとられなかつたことを示している
といえよう。このような,いわゆる過剰人員の存在の影響はとくに生産上昇の初期の段階では小さくなかったと思われ
る。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(2)   雇用および労働市場の変化の諸相
2)   労働力需給の変化と労働異動
(イ)   労働力需給の逼迫とその様相

(i)   求人難の進展

前述のように39年下期,とくに第4・四半期以降労働市場面にも景気調整の影響が現われ,新規求人の減少
などの変化がみられるが,労働力需給は引き続き逼迫基調で推移した。労働力の需給関係をやや長期的に
みると,新規学校卒業者についてはすでに32年頃から求人が求職を上回り,その後の経済の高度成長期を経
て求人難は一段と深刻化し,39年3月卒では求人倍率は中学3.6倍,高校4.0倍と過去の最高となった。また,
前述のとおり学卒を除く一般労働市場でも34,35年垣降,景気調整の年であった37年を除くとほぼ一貫して
求人が増加し,一方求職は減少したので,39年には新規求人と求職の比較ではじめて求人超過となった。

第1-31表 新規学卒者対象求人の規模別充足率

このような需給の逼迫により,今まで影響を受けることが比較的少なかった大企業や成長産業においても
最近は求人充足率の低下が目立ってきた。新規学校卒業者の規模別求人充足率をみると,いずれの規模で
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も充足率は低下しているが,最近ではとくに大企業の低下が目立っている(第1-31表)。また,学卒を除いた
一般労働市場について産業別の求人充足率をみても,31年から35年頃まで高い充足率を示していた鉄鋼,電
気機器,輸送用機器などの大企業性の成長産業で最近充足率の低下が目立ち,むしろ製造業以外の卸売小売
業やサービス業,製造業のなかでは比較的中小企業の多い軽工業よりも充足率が低くなっている(第1-32
表)。

第1-32表 産業別求人充足率

一方,このような求人難の影響で,今まで求職が求人を上回っていた中高年齢者の需給関係はしだいに改善
されてきた。年齢別の需給関係を有効求人に対する有効求職の割合でみると,34才以下の若年齢層では求
職倍率が年年低下して38年には求人と求職が均衡し,39年には求人超過となった。一方,35才以上の中高年
齢層では38年まで2倍以上の求職倍率を示していたが,39年には1.6倍と均衡に近づいた。年齢階層別では
35～50才の中高年齢層まで求人と求職がほぼ均衡し,需給関係の改善が目立った(第1-33表)。

第1-33表 年齢別求職倍率
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このような年齢別需給の改善は,供給面での制約があって求職が減少したことにもよるが,それ以上に求人
の増加による要因が大きい。ちなみに年齢別の求人増加率をみると,35才以上の増加率は34才以下の増加
率を上回り,とくに41～50才,51才以上の増加率が高い。これは若年齢層から中高年齢層へ求人需要の代替
が進んだことを物語つているものと思われる(第1-34表)。

第1-34表 年齢別有効求人の対前年増減率

このようなことから就職率をみても,40才層については35年の13％から39年には14％へ,50才以上の層で
は6％から8％へ就職率が上昇し,中高年齢層の就職難が改善されつつあることがわかる。

このような求人難の進展に対処して,企業では従来からもみられた機械化による労働力の節約や,企業内で
の配置転換や職業訓練による従業員の有効活用,求人条件等の改善による募集活動の強化などをより積極
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的に進めるとともに,新しい対応として季節工を採用したり,大都市の食料品,電気機器などの産業で家庭の
主婦層を中心とするパートタイマーを活用するなどの動きが目立ってきた。

農村からの季節的出稼ぎ者については,従来から農業や建設業,製造業のうちでは食料品製造業などで,農閑
期を中心に就労の慣行がみられたが,最近では年年その数も増し,産業別にも金属機械関係の基幹的部門で
季節工として採用する動きがみられる(第1-35表)。39年12月に自動車産業経営者連盟で調査したところ
によると,調査結果の回答があった41社のうち季節工を採用している企業は23社(56.1％)で,採用しはじめ
た年月は37年以前が5社,38年が8社,39年以降が10社となっている。採用地域は東北,北海道から九州にま
で及び,採用年齢は45才から50才を限度とする中高年齢者までを対象として,採用職種は機械加工,組立な
どの作業から鍛造,鋳造,熱処理,塗装などの特殊作業にまで及んでいる。このような例は鉄鋼や輸送用機器
製造業などにもみられる。

第1-35表 出稼者の就業産業別構成

また,中小企業などでは中高年齢者パートタイマーを採用して求人難に対処している事業所も少なくな
い。東京都の簡易職業紹介の取扱状況によれば,女子パートタイマーの求人延数は36年3月から39年9月ま
での間に約3倍に増加している。求人内容をみると,工員系統が最も多くを占め,若年労働力の代替として
女子パートタイマーの需要が高まつていることを示している。一方,パートタイマーの有効登録者数もほ
ぼ求人と同程度の伸びを示している(第1-36表)。なお,婦人少年局の予備調査で女子パートタイマーの就
職状況をみると,女子パートタイマー就労者は職業経験の有る者が全体の52.3％を占め,3～10年の職業経
験者が多いことや,パートタイマーの平均年齢が36才であることなどからみて,一旦結婚や育児のため労働
市場からリタイヤーした者が,家計の補助や子供の学資を得るなどの目的で再び労働市場に登場する者が
多いとみられる(第1-37表)。

第1-36表 東京都における簡易職業紹介の求人求職状況
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第1-37表 産業別パートタイマーの平均年齢

なお,このほかに,労働力不足を一つの契機として最近企業内で定年年齢の延長や定年後の再雇用など実質
的な定年制延長の措置がとられるようになったことも注目される(第1-38表)。労働省が39年に行なった
調査によると,最近定年到達者を勤務延長や再雇用の形で継続雇用する企業が多く,とくに中小企業では定
年到達者の60～80％を継続雇用している。このほか,大企業では定年到達者を他社へ就職あっ旋する例も
多く,これが20％にも及んでいる。
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第1-38表 規模別にみた定年延長の主たる理由別構成

(ii)   労働異動の増大

労働力需給の逼迫を背景に労働異動は前述のように著しく増大した。「毎勤」によって労働異動率の動
きをみると,39年には調査産業計で72.3％とこれまでの最高を示し,また製造業でも63.9％と経済の高度成
長期にあった36年についで高率を示した(付属統計表第7表)。このような労働異動率の上昇は,一部には景
気調整の影響による離職の増加などもあるが,,離職者のうちでは任意退職によるものの比重が引き続き高
まっていることや,入職率もさきにみたように好況期の36年についで高いことなどからみて,主として労働
力需給の逼迫を背景として転職による異動が増大したことによるものと思われる(付属統計表第10表)。

このような労働異動の増大は,最近ではしだいに大企業や成長産業にも波及している。労働異動の状況を
一応離職率の動きでみると,企業規模別には規模の大きい事業所ほどその上昇の程度が大きい(第1-10
図)。また,これを労働異動率でみてもほぼ同様の動きがみられ,大規模ほど労働異動率の高まりが著しい。

なお,製造業の産業別に離職率の変化をみても,鉄鋼を除いて金属機械関連産業の離職率の高まりが目立ち,
これらの成長部門で最近転職のための離職が活発化していることを物語っている(第1-39表)。

第1-10図 規模別にみた離職率の変化(製造業)
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第1-39表 製造業産業中分類別離職率の変化

ところで,労働異動は全般的に上昇しているが,これを時期的にみると,最近は学卒入職期に当る3～5月に異
動が集中しているのが特徴である。「毎勤」による年間の離職者数の月別構成をみると,3～5月に集中す
る傾向が強まっている(第1-40表)。職安統計で新規学卒者を除く就職状況をみても3～5月への集中が顕
著である(第1-41表)。このことは,毎年4月に新規学卒者を採用し,それ以後の減員補充や拡張のための需要
は中途採用によって適時充足していたこれまでの慣行と違って,最近は一般の中途採用についても学卒者
の入職期に計画的に採用しようとする動きがあることを反映していると思われる。

第1-40表 年間離職者数の期別構成
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第1-41表 新規学卒者を除く就職件数の期別構成

また,転職異動の内容については,最近は第一次産業における余剰労働力の涸渇などから非農林相互間にお
ける異動が増大している。製造業へ入職した者の前職経歴をみると,第一次産業からの入職者の割合が低
下している反面,第二次産業や第三次産業からのそれが高まつている。とくに大中規模ではこの傾向が強
く,これはより上位の規模へ異動していく転職者がふえていることを反映していると思われる。一方第三
次産業からの入職者の割合は小規模ほど高く,これが40％以上を占めている(付属統計表第9表)。

また,第二次産業と第三次産業の雇用者間の異動状況を「労働力調査」によってみると,37年～39年に製造
業と卸売小売業との交流が高まっており,39年には製造業から卸売小売業への異動が目立っている。一方,
製造業とサービス業との交流は,製造業からサービス業へ異動した者は増加しているが,逆にサービス業か
ら製造業へ異動した者は減少しており,この傾向はとくに女子について顕著である(第1-42表,第1-43表)。

このように,製造業の内部や第二次産業と第三次産業との間で雇用者の転職による労働異動が増大してき
たが,ここで異動労働者の年齢階層をみると,しだいに中高年齢層にまで及んできているのが特徴である。
常用労働者で離職した者の年齢構成をみると,35年と38年の比較では24才以下の者の割合が相対的に低下
し,25才以上の者のそれが高まっているが,とくに30～49才層の割合の高まりが目立っている(第1-44表)。
製造業の男女別の離職者の動向をみても,男では25才以上の年齢層の離職者の割合が一様に高まっており,
とくに30～39才の中年層の割合の上昇が著しい。一方,女子についても,男同様中高年層の離職者の割合が
高まつている(第1-45表)。なお,39年1～6月の調査はこれまでと直接つづかないが,同様男女とも中高年層
の離職者の割合がかなりの比率を占めている(第1-46表)。

そのほか,職種別にみても,いままで年功賃金体系や終身雇用制度の影響を強く受けていたと思われる大企
業の男子職員層についても,最近全般的に離職率の高まりがみられる(第1-47表)。これらの職員層は,一般
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労務者に比べて同一職業間で異動する割合が高いことからみても,企業間の同一職業への転職が多いもの
と推測される(第1-48表)。

第1-42表 非農林雇用者の産業間異動者数

第1-43表 非農林雇用者の産業間異動の変化

第1-44表 雇用形態別離職者の年齢構成
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第1-45表 製造業性別離職者の年齢構成の変化

第1-46表 性別離職者の年齢構成

第1-47表 製造業(500人以上規模)男子職員の離職率
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第1-48表 転職者の同一職業間移動率
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(2)   雇用および労働市場の変化の諸相
2)   労働力需給の変化と労働異動
(ロ)   労働力需給の不均衡

以上みたように39年には労働力の需給関係は一段と逼迫し,労働異動も増大したが,これを年齢別,職種別,
地域別などにみるとなお不均衡が残されている。年齢別の状況の変化についてはすでに述べたので,ここ
では職種別,地域別の状況について検討してみよう。 

(i)   職種別にみた需給の変化とその不均衡

技術革新の進展や産業構造の変化等により技術者ないし技能労働者に対する需要が増大したが,一方生産
工程の合理化,機械化等で単純作業の分野もふえ,女子や中学卒の需要も高まり,また新らしい職種の誕生な
どもあつて労働力需要の質の変化が急速に進んでいる。最近企業で最も不足を感じている労働力の内容
をみると,学卒者についてはいずれの規模の企業でも中学卒が最も不足していると答え,ついで大企業では
技術系の大学卒業者,中小企業では工業高校卒業者が採用難であるとされている。学卒者以外では,一般に
技能者,見習工の採用難を訴える企業が多く,最近の労働力不足が若年労働力と技術者,技能労働者が主であ
ることを示している(第1-49表)。

第1-49表 規模別学歴別にみた新規学卒者の採用難を訴えている事業所の割合

職業別の需給関係を職業安定業務統計でみると,まず学卒者を除いた一般労働市場では男女とも求人求職
が最も多いのは技能及び半技能職業で,とくに男は全職業の70～80％を占め,反面女子は書記的販売的職業
が求人求職ともこれについで多い。求職倍率の変化をみると,技能及び半技能職業はすでに35年に求人求
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職がほぼ均衡し,36年以降求人超過となつた。一方,自由専門的管理的職業はいまだに求職超過が著しく,書
記的販売的職業もこれについでいる(第1-50表)。

第1-50表 職業別性別求職倍率

こうした傾向は求人求職の構成比でみてもいえ,技能及び半技能職業では(単純技能職業を含む),求職の比
率が低下しているにもかかわらず,求人のそれはやや高まっているのに対して,書記的販売的職業などでは
求人の比率の高まりを上回って求職のそれが高まつている(第1-51表)。

第1-51表 学卒を除く一般求人求職の職業別構成

また東京都の一般労働市場統計で職種別の求職倍率(男子)をみると,全体としては31年の2倍から35年には
1.4倍に低下し,さらに39年には0.7倍と求人超過となつたが,これを職種別にみると差異がみられる。すな
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わち,研磨工はすでに31年当時から求人超過をきたし,ついで35年頃から板金工,製缶工,プレス工,電工,配管
工などと並んで店員や木工,製パン製菓工なども求人超過となつた。しかし,35年頃は旋盤工をはじめ溶接
工,電気機器組立工,自動車修理工などはいぜん求職超過の状態にあり,これが求人超過に転ずるのは,37,38
年以降である。全般的に需給が逼迫し,できた38年,39年においても,一般事務員や守衛がいぜん求職超過
であるのをはじめ,職種間の差異は残つている(第1-52表)。

第1-52表 職種別求職倍率

また,職種別の求人求職が不均衡であるばかりでなく,同じ職種の内部でも不一致がみられる。求人総数中
に占める要技能経験求人の割合と求職者総数中に占める有技能経験求職者の割合を比べると,自動車修理
工や鋳物工,左官などのように技能経験に対する求人,求職の条件がほぼ同程度とみられる職種と,守衛やゴ
ム成型工,店員,製パン工などのように求職者は有技能経験者が多く,求人側では無技能,未経験者を求める
場合が強い職種などまちまちである。このような技能経験についての求人側の要求と求職者側の条件の
喰い違いが,職種別需給の結合を一層困難にしているといえる(第1-11図)。

第1-11図 技能経験別求人求職の割合の比較
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なお,東京都の中学卒業者を対象とする都内求人の需給関係を職種別求人倍率によつてみると,33年から39
年にかけて求人倍率が著しく高まつた職種とあまり変化がみられない職種などまちまちである(第1-53
表)。

また,「技能労働力需給状況調査」によつて技能労働力の不足状況をみると,500人以上の大規模では建設
業や製造業のように不足率が低下若しくはほとんど変わらないものもあるが,小規模とくに99～15人の規
模ではほとんどの産業で不足率の高まりがみられ,この傾向は建設業や電気ガス水道業でとくに著しい。

第1-53表 中学卒職種別求人倍率
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製造業では36年当時最も不足率が高かった金属機械産業に代つて,最近ではその他の製造業(軽工業)の不
足率が高まっている。製造業を規模別にみると,500人以上の規模では金属機械,化学の不足率が低く,落ち
着いているのに対し,その他の製造業では不足率の高まりがみられる。一方,99～15人規模ではいぜん金属
機械の不足率が高く,大規模に比べ不足率の規模別格差が著しい(第1-54表)。

第1-54表 産業別規模別技能労働者不足率
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職種別に技能労働力の不足状況をみると,35年から39年にかけて農機具修理工を除きいずれの職種でも不
足率が高まったが,とくにそれが著しいのは,大工,左官をはじめ製缶工,溶接工,配管工,自動車整備工などで
ある。これらの職種についてその労働者数の変化と関連させて不足状況をみると,左官,大工,製缶工等は10
～20％程度の増加,一方,配管工,溶接工,自動車整備工などは50～80％の増加となっており,大工,左官等の職
種では主として技能労働者の補充がつかないことにより不足が著るしくなったとみられるのに対し,配管
工などではいわば成長過程での需要増加による不足とみることができる。また,電子機器組立工,合成樹脂
エなどの新しい職種では不足率そのものも,また不足率の高まりも目立ってはいないが,36年から39年の比
較では技能労働者数の増加はめざましい。

一方,農機具修理工や製材工などのでは減少ないしは停滞的傾向がみられ,不足率も低下しているかほとん
ど変化がみられない。

このように,一口こ技能労働力の不足が激しくなったといつてもその内部にはかなり差がある(第1-55
表)。

第1-55表 職種別技能労働者不足率と技能労働者の増加率
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(ii)   地域別にみた需給の変化とその不均衡

大都市や工業地城ないしその周辺で労働力需給の逼迫が強まり,労働異動が活発になるにつれて,地域的に
みた労働市場の様相も著しく変ってきた。

大都市工業地域やその周辺,新工業開発地域などで求人難が進展したのに伴って,最近県外から労働力を求
めようとする動きが強まっている(第1-56表)。これまで需要地の大企業や製造業の金属機械関連産業など
の求人は地元の求職者でかなり充足できていたが,最近はこれらの部門にも求人難が波及してきて地元で
の充足が困難になり,地方への依存が高まってきた。東京都の中学卒業者を対象とする求人の産業別およ
び規模別の構成をみても,「都内求人」に比べ,「地方求人」には小零細企業や卸売小売業,サービス業など
の割合がなお高いが,しだいに大中企業や製造業のウェイトも高まつている(第1-57表)。

第1-56表 他府県への求人連絡状況
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第1-57表 中学卒業者対象求人の規模別構成
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第1-58表 他府県への就職状況

求人の他県依存が強まったことにより,就職者のうち他県へ就職した者も年年ふえてきた。他県へ就職し
た者は,34年に比べ36年には24％増,39年には40％増となり,全就職者中に占める割合も39年には約20％に
達している(第1-58表)。同様に,主需要要地における就職者のうち他県から就職した者の割合も高まって
いる(第1-59表)。
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第1-59表 自県内求人に就職した者のうち他県から就職したものの割合

このように労働力の地域間の流動は増大したが,しかし地域により求人超過の激しいところと,いまだに求
職超過の地域とが混在し,需給の不均衡はなお残されている。

中学卒業者の求人倍率をみると,34年当時は全国的にみると求人求職がほぼ均衡していたが,愛知,阪神,東
海,京浜などの需要地では求人超過が著しく,一方,南九州,山陰,四国,東北などでは求職の超過が目立ってい
た。その後,全国的に求人倍率が高まり,39年3月卒では3.6倍となったが,地域間の不均衡は拡大されてい
る。すなわち,愛知や京浜では求人倍率は10倍を越え,阪神や東海でも4～8倍の高率となったが,一方南九
州,山陰,東北,北九州ではいぜん求職超過の状態が続いている(第1-60表)。

第1-60表 中学卒業者の地域別求人倍率
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学卒者を除いた一般労働市場の求職倍率をみても,愛知,東海,関東,近畿,東山では求人超過であるが,炭鉱離
職者の滞留などによる北九州をトップに南九州,山陰,四国などではいずれも2倍以上で求職超過が著し
い。しかも,関東や京浜,東山,東海,愛知,阪神などの大都市やその周辺地域では,求職倍率の低下が著しいの
に比べ,九州,四国,東北などではほとんど変化がないが,変化があっても求職倍率の低下はきわめて小さい
(第1-61表)。

第1-61表 学卒を除く一般労働市場の地域別求職倍率
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もっとも,労働力の流動を考慮した需給関係をみると,県外への就職者の流出が増大したため供路地におい
て県内就職を希望する求職者(新規求職者数から他県へ就職した者を差引てい推計した)は相対的に減少
し,そのためこれの自県内求人に対する求職倍率がほとんどの県で低下しているか,一部の県では求人と求
職が同数となるなど労働力供給地でも需給は改善されている。しかし,この点でみても地域による需給の
不均衛はいぜん残っており,南九州や東北,四国などの諸県では県内求職倍率が全国計を上回っている(第1-
62表)。

第1-62表 主要供給地城の県内求職倍率
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なお,このような地域別の需給の変化を,中学卒の地域間流動を通してみると,需要率(自県内の求人に就職
した全数のうち,他府県から受入れた者の占める割合)は34年から39年にかけて北海道,北九州を除ぐほと
んどの地域で高まっており,とくに近畿,山陽,東海,京浜,南関東などの地域でそれが著しい。このほか,需要
率の水準は低いが,東山,山陰,四国などでも最近需要率が高まっているが,これは,これらの地域でもしだい
に地域開発が進み,労動力需要が高まってきたことによるものと思われる。

第1-63表 中学卒業者の地域別需要率と供給率

昭和39年 労働経済の分析



一方,供給率(自県出身就職者全数のうち,県外へ出て就職した者の占める割合)の変化をみると,北九州,北海
道,山陽,東北など供給率の高まりの著しい地域と,南関東,東山,北関東などのように逆に供給率が著しく低
下した地域とがある。北海道や九州での供給率の高まりは,中学卒の募集地域が最近遠隔地化したことに
よりもたらされたものと思われる。また南関東など供給率の低下した地域では自県内需要が高まり,いま
までの供給地的性格が弱まったことを示している。

これら需要率と供給率の関係から最近の変化をみると,かつて労働力の供給地的性格が強かつた南関東は,
今や需要地的性格に変つたこと,同じくかつての供給地であつた東山や北関東などでも供給地的性格が著
しく弱まると同時に,需要地的性格も兼ねるようになったこと,また山陽や四国,九州などでは労働力の流
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入,流出ともに高まり,地域間の交流が複雑になったことなど,全体として地域間の相互関連性が高まり,か
つ労働力の流動が複雑化してきたことが特徴として指摘できる(第1-63表)。
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(2)   雇用および労働市場の変化の諸相
3)   雇用構造の近代化と問題点
(イ)   最近における構造変化とその特徴

新規学卒者の就職先の変化や上述のような労働力流動の増大の結果として,産業別,規模別等にみた雇用構
造の変化は一層進展している。

「労働力調査」によると35年から39年の就業者の増加は212万人となっているが,これを従業上の地位別
にみると,業主,家族従業者は第一次産業を中心に184万人減少し,反面雇用者が396万人増と就業者の増加
を上回っている。これを31～35年の450万人の雇用増と比較すると若干増勢は鈍化しているが,なお年平
均100万人弱の増加で,この結果39年月平均の雇用者数は2,629万人となり,全就業者4,673万人中に占める
比重は57.1％と,就業者の約6割を占めるに至った(第1-64表)。この数値は雇用者比率が93％のイギリ
ス,85％のアメリカにはなお及ばないが,ほぼイタリアの水準に匹敵するものである。非農林就業者中に占
める雇用者の割合も75.7％と,31年の67.1％,35年の72.0％に比べると一層高まり,同様イタリアの水準に近
い。

第1-64表 就業者の従業上の地位別構成

なお,「事業所統計調査」によれば,雇用者の中で臨時日雇の雇用者の絶対的減少が著しい。すなわち,32～
35年には臨時日雇の雇用者は33.0％の増加であったが,35～38年は9.2％の大幅減少となり,その結果雇用
者中に占める臨時日雇の雇用者の割合は32年の8.1％,35年の8.6％から38年には6.5％となった。

就業者の変動を産業別にみると,非一次産業就業者の増大と一次産業就業者の絶対的減少が続いている。
第一次産業就業者は31年の1,615万人,35年の1,449万人から39年には1,251万人となり,全就業者に対する
比率は26.8％と4分の1に近づいている。30年前後においては,その比率が40％程度であつたので,この変化
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はきわめて急激であるといえる(第1-65表)。産業大分類別の動向については後述するが,製造業の中では
雇用者の重化学工業比率の上昇が引き続いている。すなわち,「事業所統計調査」によれば,32年の
50.9％,35年の54.1％から38年はさらに上昇して56.0％となった。失業保険統計によってみてもこの傾向
はほぼ同じで,製造業雇用者の約6割が重化学工業に就業するに至っている(第1-66表)。この比率はアメリ
カ,イギリス,フランス等の先進諸国にほぼ匹敵するものである。なお,産業別の変化を反映して職業構成の
変化も目立っている。

第1-65表 就業者の産業別構成

第1-66表 製造業雇用者の重,化学,軽工業別構成

すなわち,第一次産業就業者の減少を反映して農業等従事者が相対的,絶対的に減少する一方,技能・生産工
程従事者および単純労働者,事務従事者,サービス従事者などの比重が増大している(第1-67表)。

第1-67表 就業者の職業別構成

昭和39年 労働経済の分析



また規模別にみても,中小企業雇用者の比重の増大,小零細企業雇用者の低下が引き続いている。「事業所
統計調査」でみると,非一次産業では規模30人を境にして,それ以下の事業所に雇用される者の比重の低下,
それ以上の者の比重の上昇が対照的である。これを製造業についてみてもほぼ同じ傾向で,ここではさら
に,500人以上の比重の高まりが著しい(第1-68表)。(もっとも,50人未満の比重はなお40％を占め,この比率
はフランスの30％,アメリカの20％弱,イギリス,西ドイツの10％強に比べればかなり低い)。

第1-68表 雇用者の規模別構成

このように雇用構造の近代化が引き続いているが,その内容をみると35,36年頃までの変化とは異なつた面
がみられる。

その第1は,産業別にみて,全体の雇用増加に占める第二次産業の比重の低下,第三次産業の上昇が著しいこ
とである。また第二次産業の内部では製造業とくに重工業部門の増加の寄与率の低下が著しい。

すなわち「事業所統計調査」によると,32～35年の非一次産業の増加雇用者のうち第二次産業の占める比
重は54.8％であつたが,35～38年には46.6％に低下し,反面,第三次産業の比重は45.2％から53.4％へと上昇
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している。この傾向は失業保険統計によつてみても変りはない。第二次産業の雇用増加寄与率が低下し
ているのは,製造業の増加寄与率が低下していることが大きく影響している。これには,製造業の各業種の
増加テンポが,鉄鋼,輸送用機器等の例外を除いてほぼ一様に鈍化していることがひびいており,なかでも一
般機械が32～35年の34.3％増から35～38年には28.0％増,また,電気機器が69.4％増から27.5％増と大幅低
下している影響が大きい(第1-69表,付属統計表第14表)。一方,第三次産業の増加寄与率が上昇しているの
には,とくに卸売小売業,サービス業の上昇が強く影響している。卸売小売業の内部をみると,建築ブームを
反映して家具,建具,什器小売業での増加が目立つ反面,飲食店の寄与率は低まつている。サービス業の中で
は,いわゆるレジャーブームを反映して娯楽業(映画を除く)の,また,自動車産業の発展を反映して自動車修
理業の寄与率の上昇が顕著であるが,医療保険,教育等の増加寄与率も増大している。これに対して,対個人
サービス,対事業所サービスの低下が目立ち,これには労働力不足の影響も少なくないと思われる(第1-70
表)。

第1-69表 産業大分類別雇用増加寄与率

第1-70表 卸売小売業及びサービス業主要中分類別雇用増加寄与率
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雇用構造変化の内容にみられる最近の特徴の第2は,大企業の雇用増勢が鈍化する一方,小零細企業の増勢
テンポが若干高まっていることである。これは,一つには雇用増加の比重が製造業で低まり,小零細企業が
比較的多い卸売小売業,サービス業のそれが高まつていることの影響が大きいと考えられる。しかし,製造
業においても,ほぼ大企業ほど雇用増加率が高いという傾向が引き続いているものの,中大企業の増加率の
低下,小零細企業の増加率の高まりがみられる(第1-12図)。製造業において大企業の雇用増勢が鈍化して
いるのは,長期的にみて最近設備投資の増勢が鈍化していることや,生産性の上昇がとくに大企業において
著しいことの影響が考えられる。一方,小零細企業従業者の増加が目立つ点は,第1に(2)の1)にも述べたよ
うに,企業の競争が強まり,労働力不足が激化すや過程で企業の階層分化が進み,規模下降をする企業が増加
していること,第2に金属機械部門等で労働力不足と関連して中小企業の下請利用が拡大していることに対
応して主として家族労働に依存する賃加工的経営が一時的に増大していること,などの影響が考えられ
る。「事業所統計調査」によると,32～35年には横ばいであつた製造業の個人業主,家族従業者が,35～38
年には約1割程度増加しているが,これもこれと表裏をなす動きといえよう。

第1-12図 事業所規模別従業者増加率
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(2)   雇用および労働市場の変化の諸相
3)   雇用構造の近代化と問題点
(ロ)   労働力構成の変化

このように産業別,規模別等にみた雇用構造の変化は進展しているが,一方技術革新の進展,進学率の上昇,
女子の就業意識の変化等の背景もあって,企業内における個人別の労働力構成の変化も著しい。

その第1は,職員層の比重の高まりがみられることである。賃金構造調査によると,製造業全労働者のうち
管理,事務,技術に従事する職員層の比重は,29年の19.2％から39年には21.4％に高まり,その反面直接生産
に従事する労務者の比重が低下している。これは,技術革新が作業内容を単純化する反面,技術者,設計者等
技術職員の増加を必要とすること,企業競争の激化等が市場調査ないしは将来の見通しのための調査の重
要性を増加させたこと等により,企業において管理,企画,調査,研究等に従事する層が高まったためであろ
う。製造業の中分類別にみると,とくに技術革新の進展の著しかった化学,石油・石炭製品等においてこの
傾向が顕著である(第1-71表)。

第1-71表 労働者の労職別構成
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第2に,労働者の学歴構成の高度化が進んでいることである。製造業の最終学歴別構成をみると,小学校又
は新制中学卒(以下「中卒」という)の比重は,29年の77.6％から39年には69.2％へと低下する一方,旧制中
学,新制高校卒(以下「高卒」という)以上の高まりが著しい。とくに高卒の割合は29年の16.6％から39年
の25.5％へと上昇が著しい(第1-72表)。この背景としては,進学率が上昇し,社会全体の学歴が高度化して
いることもあるが,技術革新の進展の影響など,労働力の需要側の要因も考えられる。技術革新による生産
工程のオートメ化は労務者に従来以上の知識と能力を要求し,現場作業員の中学卒から高校卒への切り替
えを余儀なくされる場合も多い。学歴構成の高度化が化学,石油・石炭製品,鉄鋼,非鉄金属等とくに技術革
新の著しい産業で顕著にみられることは,これを裏づけでいるといえよう。また,大企業ほどこの傾向が著
しいことも同じ裏づけとなろう(第1-73表)。これに加え,最近では中卒労働力不足の進展により高校卒へ
切り替える動きのあることも影響しているものと思われる。

第1-72表 学歴別労働者構成

第1-73表 規模別及び産業別労働者の最終学歴構成
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第3に,女子労働者の進出が顕著なことである。大分類別にみると,ほとんど総ての産業で女子比率の上昇
がみられる。これには,女子においても就職意識が高まり,若年齢層を中心に学校卒業と同時に一時的にせ
よ労働力化することが一種の社会慣習化していること,技術革新により一方では作業が単純化,軽労働化す
るとともに,他方では手先の器用さを要求される場合もふえていること等の要因が考えられる。製造業の
なかで電気機器,精密機器,機械等の近代部門でこの傾向が顕著なことはこれを裏ずけるものであろう(第1-
74表)。これらに加え,最近では既述のように,労働力不足の進展にともない,中高年女子層がパート・タイ
マーとして労働市場に登場する動きが強まっていることも影響していると思われる。

第1-74表 産業別女子労働者比率
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第2部    各 論
1   雇用および失業
(2)   雇用および労働市場の変化の諸相
3)   雇用構造の近代化と問題点
(ハ)   近代化途上にみられる問題

以上のように雇用構造,労働力構成のいわゆる近代化が進展しつつあるが,一方これと並んで停滞的な産業,
規模ないしは職種でいわば労働力構成の悪化が起つている。

農業については後述するが,産業大分類別にみると,たとえば鉱業では24才以下の若年層の比重の低下が進
む一方,40才以上の中高年比率の高まりが顕著にみられる。若年者の比率は29年の21.2％から39年には
11.1％へと半減する一方,中高年比率は30.6％から41.3％へと急上昇した。また女子比率も29年の9.6％か
ら39年は12.2％と上昇している。これは石炭産業の斜陽化を察知して若年労働力が流入しなくなる一方,
合理化にともなう離職についても若年層が多く,中高年層は転職が困難であることなどの理由でとどまる
ことが多かったことが影響していよう。

製造業についてみても,大企業では若年層の比率が高まる傾向がみられるのに対し,小零細企業ではその低
下が著しく,反面中高年層の比重,女子比率が高まる傾向がみられる。中分類別にみると.軽工業部門におけ
る若年比率の低下がみられる(第1-75表,第1-76表)。また,製造業の職種別にみると,圧延工(鉄鋼),旋盤工
(機械)など発展的な職種については若年化傾向がみられるのに対し,繰糸工(繊維),製材工(木材)など停滞的
な職種については中高年の比率が高まる傾向がみられる(第1-77表)。中小企業ないしは在来部門では,そ
の体質改善つまり経営を近代化し,生産性の向上を図る必要に強く迫られているが,これらの分野において
若年労働者の採用が困難になっていることは近代化の阻害要因の一つになりつつある。

第1-75表 製造業規模別の性別及び年齢別労働力構成
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第1-76表 製造業中分類別年齢別労働力構成
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第1-77表 製造業主要職種別年齢構成
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とくに農業において種種の問題が発生している。その第1は,農村における労働力不足が一層深刻化してい
ることである。農業就業者がその大部分を占める第一次産業就業者の絶対的減少が引き続いていること
は前述したが,その原因の第1は学校を卒業して農業へ就業する者がさらに減少していることである。文部
省の「学校基本調査」によると,39年3月の新規学卒者のうち農業就業者数は6.8万人であった。それ以前2
～3年は8～9万人程度であつたからさらに減少したことになる。30年に26万人であった新規農業就業者
は35年には13万人と半減し,また39年にはさらに半減したわけである。

このように新規農業就業者が減少しているばかりでなく,一旦就業してもまた流出してしまうことが問題
を一層深刻なものとしている。農林省の「農家,就業動向調査」によれば,39年4月末現在調査では,3月卒
の農業就業者は6.6万人であったのに,8月末調査では5.3万人と約2割程度減少している。

農業既就業者の流出総数については,36年をピークにその後減少に転じていることは前にも述べたが,この
ことは農村において若年層等の余剰労働力が涸渇してきたことを示す一方,それに応じて流出者の内容に
も変化がみられる。すなわち,38年の「農家就業動向調査」によると,流出前の就業状態が農業であつた者
(すなわち学校卒業後直ちに他へ就職した農家の子弟は除かれていることになる)の総流出者25万人のう
ち,35才以上の中高年層は8万人で,33％を占めるに至っている。また,男子の世帯上の地位別では,「世帯
主」が6万人,38％,あとつぎが7万人,42％で,この両者で男子流出者の7割近く占めている(第1-78表)。

第1-78表 農業からの流出者の性,年齢,世帯上の地位別構成
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第2は,出稼者が激増し,一部には社会問題も発生していることである。「農家就業動向調査」によれば,1～
6ヵ月の予定で出稼に出た農家世帯員の数は38年には約30万人,39年には29万人を数えた。これ以前はほ
ぼ20万人程度に推移していたので,この1,2年来,出稼が急増していることがわかる。その内容をみると,男
子構成が一層高まる一方,35才以上の中高年層が48％を占めるに至り,33年からみれば中高年層の比重は2
倍に増大している。また,世帯上の地位別にも90％近くが世帯主とあととりであり,出稼者の構成が農業の
基幹的労働力中心であることがわかる(第1-79表)。

第1-79表 農(林漁)家出稼世帯員の性,年齢,世帯上の地位別構成

出稼者の内容がこのようなものであるだけに,農業生産に影響を及ぼす面も少なくないことと並んで,出稼
期間が長期化するにつれ出稼者の音信不通,行方不明等の社会問題が発生している。

第3は,以上のよらな農業労働力の流動の結果,その労働力構成が悪化していることである。これを「農業
調査」によってみると,農業従事者のうち基幹的従事者の女性化,補助的従事者の男性化が目立つ(第1-80
表)。また,基幹的従事者を年齢別にみると,30才未満の若年層は年年減少し,40才以上は年年増加してい
る。しかし,男子の中高年基幹的従事者は37～38年にかけて減少を始めているのは注目に値しよう。この
結果,30才未満の若年比率は36年の21.4％から38年には17.7％へ低下する一方,40才以上の比率は53.8％か
ら57.1％へ高まり農業労働力の老齢化が一層進行している(第1-81表)。

第1-80表 農業従事者の基幹,補助別女子比率
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第1-81表 年齢別基幹的従事者数とその変化
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